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まえがき

社団法人海外農業開発 コ ンサル タ ンツ協会( 瓜CA) は農林水産省の補助事業として ､ 平成

12 年1 2 月 3 日か ら 12 月 1 4 日までの 12 日間にわた っ て ､ ネパ ー

ル国のポカラ市フ ェ ワ湖

水環境整備計画及 び バナ ウテ ィ 市周辺地区農村環境改善計画に つ い て ､ プ ロ ジ ェ クト フ ァ

イ ンデイ ング調査を実施した｡

ネパ ー

ル 王国は､ イ ン ド､ 中国に囲まれた国土面積 1 47 ,
18 1 血g

､ 人口 1 ,8 49 万人の内陸

国で ある ｡ 主要産業は農業であり､ 国土の 約20 % にあたる 26 5 万b a が耕地 として利用され

て い る ｡ また､ 国民の 約 8 哨が農業に従事 して おり､ 国民総生産の約 4 鴫を農業生産が占め

て い る｡ ネパ ー ル政府は､ 第 8 次国家開発計画 (1992/19 93 年 - 1996/ 199 7 年) にお い て農

業政策 を最重要課題とする基本戦略を掲げて い る ｡ また､ 19 95/ 1996 年度から20 14/2015 年

度におよぶ ｢ 農業長期開発計画+ を 皿丑 の 協力を受けながら策定して い る ｡

また､ ネパ ー ル政府 は国際競争力を持つ 工 業が ない ため､ 近年観光業 の 振興 にも力 を入

れ､ 貴重な外貨獲得源とな っ て い る ｡

今回の調査対象地域で あるポカラ市フ ェ ワ 湖はネパ ー ル 国の 一 大観光地で あり環境問題

が 深刻 になり つ つ ある地域であり､ バ ナ ウテ ィ地域は農村総合整備計画が望まれて い る地

域で ある ｡

ネパ ー ル政府関係機関は本調査が日本政府 の 協力案件と して採択され る こ とに ､ 大きな

期待を抱い て い る｡ 本報告善が日本とネ パ ー ル の技術 ､ 経済協力 の
一

助となれば幸い で あ

る ｡

平成 13 年1 月

AD CA 調査団長

下地 富治
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調査対象地区位置図
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第1 部 ネ パ ー ル王 国の概要

1 . 国土

ネパ ー

ル王 国 ( 以下 ｢ ネ+ 国) の 国土 面積は 14 7 ,18 1 k m
2 を有 し､ 日本の 国土面積

3 7 7 ,7 3 7 k m
2 の 3 9 % に相当する小国である｡ 国土の 7 7 % は丘陵､ 山岳地域が占めており､

その分布状況は下記の如くである ｡

山岳地帯; いわゆるヒ マ ラヤ山岳地帯であり､ 櫻高 5
,
0 0 0 m を超える地帯を指す｡

標高 6
,
0 0 0 m を超える山が 2 4 0 以上あり､ 世界に 1 5 ある 8 ,0 0 0 m 級の

山の うち､ 8 つ が ｢ ネ+ 国に位置 して い る｡ 国土の 3 5 % が山岳地帯に属

する ｡

中山間地 ; 標高 6 0 0 m から 5 ,0 0 0 m までの地帯を指 し､ 標高 1 ,3 0 0 m 前後のカ トマ

ンズ盆地を始めとする諸都市､ 山腹あるいは尾根上に散見される小集落､

さらには山間部の至る所で山の中腹から山頂に かけて見事に造成され い

る段々畑な どが見られる地域で ある ｡ 国土の 4 2 % が中山間地帯に属する｡

平野部 ;
｢ ネ+ 国の南に東西に長く拡がり､ イ ン ドと国境を接するの がタライ平

野である｡ 標高 3 0 仇n 前後で幅 2 5k m から 3 2 k m にわた っ て細長く分布

しており､ 国土の 2 3 % を占めて いる ｡

これら国土の 約 40 % に相当する 52 6 万 b a が林地であり､ 耕地面積は 2 9 7 万 b a で約 2 0 %

に過ぎず､ 放牧地が 1 7 6 万 b a で約 1 2 % となっ て い る｡

かんがい 計画を立案する上で重要な耕地面積の分布状況 を見ると､ 山岳地帯が約9 % と少な

く､ 中山間地 ( 丘陵地帯) が約 50 % と最も大きな割合を占め､ テライの平野部は4 1 % とな

つ てい る ｡
｢ ネ+ 国の農業の立地条件を考える時､ 遠い昔より中山間地を中心に開墾を行

つ て きた歴史を表す中山間地の耕地面積が大きい ことが特徴と言える｡

2 . 人口

1 9 9 7 年版の S t a 也stic al Y e a r B 00 k or N e p al(C E N T R A L B U R E A U O F S T A S m l C S)

によれば､
｢ ネ+ 国の総人口は 1 9 9 1 年の 国勢調査より 1 8

,
4 9 1

,
0 9 7 人と報告されており

前回1 9 8 1 年の 調査時の 1 5
,
0 2 2

,
8 3 9 人に比して 2 3 . 1 % の増加を示し､ 年平均 2

.3 % の高い

人口増加率とな っ てい る｡ 1 9 7 1
･ 1 9 8 1 年の増加率が2 . 7 % であ っ たことを考えると､ 若干

抑制傾向が見られ るもの の ､ 我が国の増加率 0 .2 3 % ( 1 99 8 年日本統計年鑑 ; 総務庁) に

比して ､ 極めて大きな数値であり､ 将来の人 口爆発を懸念する指摘が国の 内外の識者に よ

り行われて い る｡ 男女の構成比は男子 9 ,
2 2 1 千人､ 女子 9 , 2 7 0 千人とな っ て いる ｡

少し古い統計資料であるが､ 1 9 8 1 年国勢調査による 10 才以上の総人口に関する産業分野

別人口を見ると､ 農業従事者が9 1 % を占めており典型的な農業国と言える｡
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3 . 気象 ･ 水文

｢ ネ+ 国の 国土が既述の如く山岳地帯､ 中山間地､ 平野部に類型化されることより､ 気

候 ･ 風土もその立地条件により大きく異なる｡ しかし､ 国土全休が周辺国と接して い るこ

とより､

一

般的に気候は大陸的で ､ 概ね 6 月から9 月､ 1 0 月のモ ンス ー ン期に大量の雨を

もたらし､ 1 1 月から 2 月までの冬季は乾燥し､ 降雨が少ない ｡

首都カトマ ンズ (空港の標高が E L .1
,
3 3 0 m ) の気象デ ー タを見ると下記の如くで ある｡

最高気温1 6 .8 1 9 .2 2 3 . 7 2 6 . 8 2 7 . 7 2 7 .5 2 7 .2 2 7 . 2 2 6 . 3 2 4
.6 2 1

.6 1 8 . 4

畳鑑気温 + こ且
_

⊥ 姐 +

降雨量 1 5 1 8 3 4 5 0 9 7 2 7 2 3 71 2 9 7 1 6 3 6 9 5 8

( 年間降雨量 1 , 3 9 9 m m )

6 月から 9 月のモ ンス
ー

ン期間に年間降雨量の 86 % に相当する 1 , 2 00 m m が集中して 降る

ことがよく分かる｡ 何れに してもこ の国の農業がこのモ ンス ー ンに左右され依存 して発達

し､ 制約を受け続けて来たことが歴史的に明らかで ある｡

｢ ネ+ 国を流下する河川 は総て ガンジス 河の 支流で ある｡ ヒ マ ラヤ山岳地帯にその源を発

する河川は通年河川 であるが､ その他の 河川はモ ンス ー ン期のみ流水の ある季節河川で あ

る｡ こ の ため､ 農業に欠かせない水の確保が全国的に不安定であり､ 農業の生産性が安定

しない要員の大半が､ 天水に頼る原始的な農業に起因することも明らかな事である ｡

4 . 農業

｢ ネ+ 国の代表的な農産物は米､ トウモ ロ コ シ ( メイ ズ) ､ 小麦､ 大麦､ ヒ エ ･ ア ワ等穀

類､ 豆類である ｡ 1 9 9 2/1 9 9 3 年度には約2 , 9 00 千 b a の農地に作付けされ､ 4
,
90 0 千トンの

食糧穀物と 3 3 0 千トン の他の換金作物が生産された｡
｢ ネ+ 国は 1 98 0 年代半ばまでは食

糧輸出国であ っ たが､ 近年における人 口増加による国内需要の急激な伸びに より､ 自給率

は 8 5 ～ 90 % に低下 して い る｡

19 9 1 年の資料に よると､ 国民の 8 1 % が農業に従事し､ 国民の 90 % が農村部に居住して い

るとの報告がある ｡ 国民総生産 ( G D P) に占める農業の割合は 1 9 8 1 年には 61 % であっ た

が､ 1 9 94 年には 4 2 % まで低下して い る｡

｢ ネ+ 国政府は第 8 次国家開発計画 (1 9 9 2/1 99 3 年 ～ 1 9 9 6/19 9 7 年) において農業政策を

最重要課題とする基本戦略を掲げてい る｡ また 1 9 9 5/1 9 96 年度から2 0 14/2 0 1 5 年度におよ

ぶ長期の ｢農業長期開発計画( A 酢ic d t u 柁 P e r sp e c ti v e P l a 皿;A P P) + をア ジア開発銀行の

協力のもとで策定して い る｡ この 中で ､
｢ ネ+ 国政府は下記の主要政策目標を掲げている ｡

一

農業生産性の 向上

一

食困の軽減

一 自給自足農業から商業 ベ ー

スの 農業 へ の転換

一

農業を中心とした持続的経済成長
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この計画の実施に当た っ ては､
｢ ポケ ッ ト ･ パ ッケ ー

ジ戦略 (P P S) + によっ て ､ かんが

い ､ 道路､ 電気などの主要イ ンフ ラに係る整備レ ベ ルを考慮した投資を組み合わせて行い ､

過去の バ ラマ キ的な予算執行を改め､ 重点投資に変換することで､ 効果の早期発現をねら

う戦略的計画の推進 へ と政策転換を図りつ つ ある ｡

｢ ネ+ 国の農家戸数は約2 ,7 3 6 千戸で､ 平均耕作面積は 0 . 9 5h a と零細である ｡ 丘陵地域

には耕地の約 50 % が分布し､ また農家戸数の 40 % が営農して いる｡ 農家の土地所有形態は

大半が個人所有であり､ 小作は 2 % 以下と報告されて い る｡

全農家の 89 % が耕作面積 2 b a 以下､ また 7 0 % は 1 b a 以下で ある ｡ 耕作面積 0 .5 b a 以下は

貧困層と見られ､ 全農家の 5 0 % は貧困世帯と考えられる｡ また､ 土地無し農家も0 .4 % 程度

存在し､ 都市在住の 不在地主も未だ存在 して い る｡

農家の所得水準は低い位置にあり､ 推定年間所得の全国平均は下表の如くである｡

水稲 小麦 メイ ズ 雑穀 商品作物 畜産 合計

規模 0 . 5 5b.a 0 .2 4 h a 0 .2 9 b a 0 . 1 0 b a 0 .
1 2 b a 3 .8 7b a 0 .9 5 b a

単収 2 . 09 仙 a 1 . 2 7t 瓜a 1 . 4 5 t瓜a 0 .8 5 仙 a 5 . 5 0 仙 a 1 .2t/d u 作付け率

単収単価 4 .5 N R p 4 .5 4 .2 3 .
4 1 , 2 0 0 1

,
5 0 0 1 2 4 %

純益価額 4 ,1 3 8 1
,
09 7 1

,
4 2 3 2 3 1 2 . 2 7 3 3 ,4 8 3 1 2

,
6 4 5

N R p N R p N R p N R p N R p ⅣR p N R p

農家収入を農業所得とそ の半額の農業以外の 収入と仮定すると､ 約 1 9 千ル ビ ー となり､ 年

間戸当たり所得は 2 90 U S $ 相当額となる｡ 家族6 名/ 戸として 1 人当たり 4 8 U S $ 相当とな

り､ かなり貧困状態にあると推定されるが､ 穀物生産量が自家消費を何とか賄うレ ベ ルに

達して い るため､ 飢餓 ･ 飢饉の発生が大きな社会問題に発展するまでに は至 っ て い ない も

の と考えられる｡

5 . 貿易

｢ ネ+ 国の 1 9 9 4/1 9 9 5 年度の貿易は､ 輸出が約1 7 9 億ル ビ ー であるの に対して ､ 輸入が約

6 5 5 億ル ビ ー と極端な輸入超過とな っ て い る｡
｢ ネ+ 国には未だ輸出産業が形成されて い

ない ため､ 農産物をも含む生活物資に係る幅広い 分野の製品を輸入せざるを得ない現状を

色濃く反映する値と言える ｡ 貿易の最大の相手国は輸出入ともにイ ン ドであり､ 過去 8 6 年

度には貿易総額の 4 0 % をイ ンドが占めてい たが､ 近年比率が低下し 89 年度には両国間の

通商条約が央効した事に起因して約2 3 % に まで低下 した｡

農業に係る項目を見ると､ 19 9 4/1 99 5 年度には､ 食糧 ･ 家畜の輸出額が1 7 , 9 0 0 百万ル ビ ー

で あ っ たの に対して ､ 食糧 ･ 家畜の輸入額が 6 5 ,5 2 7 百万ル ビ ー にもの ぽり､ 約 3 . 7 倍もの

輸入超過を呈 してい る｡ 農業立国でありながら､ 農産物を輸入 してい る現実が ｢ ネ+ 国が

抱える問題の複雑さと困難さを如実に表して いると言える ｡
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6
. 社会

｢ ネ+ 国社会は､ 人口の約 9 0 % が国教である ヒンズ ー 教を信仰する中で､ 人種的には中

山間地および山岳地帯に多い モ ンゴル系チ ベ ッ ト ･ ビル マ語族系とタライ平野部に多く住

むイ ン ド ･ ア ー リア語族系より成り立っ てい る｡

チ ベ ッ ト ビル マ語族系のタ マ ン､ ネワ ー ル､ マ ガ ー

ル ､ ライ ､ グル ン､ リン プ ー とい っ

た部族は主として商業､ サ ー ビス業､ 農業､ 牧畜な どに従事しており､ またイ ン ド ･ ア ー

リア語族は ブラ ー ミン､ チ ェ トリとい っ た上級カ ー

ス トを占め､ 大多数は農民であるが､

政治､ 軍事､ 官庁の 主要ポス トの多くを占めて い る｡

｢ ネ+ 国は行政上､ 地勢的に大きく5 つ の開発地域に分類されて い るが､ 首都カト マ ン

ズが位置する α n b d D e v el 叩 m e nt R egi o n が社会 ･ 経済活動の上から中心となっ て おり､

つ い で E a st e m D e v el o p m e n t R e 由O n が同国内で は比較的開発がすすんで い る ｡ 同国内で

は西部地域､ 中西部地域､ 極西部地域の 開発が西に進ほ ど遅れをとっ ており､ 気候の厳し

さとも相侯 っ て ､ 政府の開発重点政策にも拘わらず実績はあが っ ておらず､ 近年におい て

は､ 国内における地域間格差がむしろ拡大傾向にあるこ とが政治的に大きな問題とな っ て

い る｡ 石油資源､ 鉱物資源に恵まれな い ｢ ネ+ 国に おい て ､ 首都カトマ ンズから遠く離れ

た位置にある西部 ･ 中西部 ･ 極西部地域は､ 国に基幹道路網である東西 ハイ ウ ェ イ の完成

が遅れて いるこ とが､ 首都と遠隔地間の 円滑な物流を阻害し､ 経済的に極めて不利な立地

条件に 甘んじざるを得な い状況にある｡ 我が国の 限定された予算の範囲下で の対外技術協

力を論じる立場からは ､ 援助対象プ ロ ジ ェ クトをテ ライ平野地域を中心に考えざるを得な

い と言えよう｡

また､ 既述の細く国内総生産が 1 00 U S $ 以下の後発開発 途上国､ Ⅰ⊥D C ( b 鮎t I ガ マel

D e v el o p m e n t C o l m t 叩) であり､ 貧困の緩和 ･ 解消が国家的な緊急重要課題で あると言

える｡ さらに､ 農業立国であるこ とから､ 農村部に 古くから因習的に残る女性差別､ 女性

に対する過重労働などの ｢ 開発と女性( W I D ; W o m e n I n D e v el o p m e nt) + が今日的な大

きな社会的な課題となっ て い る｡

7 . 観光産業

第 8 次国家開発計画 (19 9 2/1 9 9 3 年 ～ 1 99 6/19 9 7 年) 期間中に ｢ ネ+ 国を訪れることを

期待された観光客は 1
,
9 0 7 ,7 4 5 人であ っ たが､ 実数は 1

,
7 6 4

,
7 39 人と計画の 9 2 % に止ま っ

た ｡ 同計画の最初の 4 ケ年で期待された観光収入は 3 75
,
4 00 千 U S ドルであ っ たが､ 結果は

3 74 ,6 0 0 千ドルとなり､ ほぼ 1 0 0 % の達成度であっ た ｡

｢ ネ+ 国の観光産業が同国の経済活動に占める位置が極めて大きい ことは､ 第9 次国家

開発計画におい て､ 次の如く記述されてい る｡

即ち､ 地理的 ･ 地形的な多様性､ 比類ない自然美､ 多くの生物資源､ 独特の文化遺産､
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現存する文化､ もてなしの心豊かな国民性の 故に重要な中心的な位置を築きつ つ ある｡

しかしながら､ その 大きな潜在する経済力や市場の将来展望にも拘わらず､ 同国 G D P の

わずか 4 . 4 % を占めるに止ま っ てい るのが現状である｡

これまで､ 観光産業の諸施策が他の産業との連携を持つ ことなく行われてきた反省に立

つ て ､ 第9 次計画では､ 積極的な展開を試みる ことを記してい る ｡
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第2 部 事業計画 に係る調査

Ⅰ
. ポカ ラ市フ ェ ワ湖水環境整備計画

1
. 事業の背景

｢ ネ+ 国が農業国であることは記述の如くであるが､ 国際競争力を持つ 工業がない同国

で は観光産業の将来性が外貨獲得の大きな役割を担 っ て い る｡

｢ ネ+ 国を訪れる観光客の約3 0 % がポカラ市お よび周辺 を訪ねると言われて おり､ ポカ

ラを訪れる観光客の目当ては､ フ ェ ワ湖および湖畔から眺望で きる美しい ヒ マ ラヤの 時々

があげられ､ 近年では湖畔に多く のホテ ルやコ テ イ ジ が立ち並んで ､

一 大観光地の様相を

呈して い る｡ ポカラの観光開発が進むに伴い ､ 観光産業に直接/ 間接携わる住民も増加し

て ､ 1 9 91 年の統計では約1 0 万人の人口 が記されて い るが､ 2 00 1 年の今日で は正確な統計

数値がないもの の ､ 2 0 万人に迫る勢い で人口増加が進んで い ると考えられる｡

観光開発の進行による地域経済に対する貢献は多大なもので あるが､

一

方で社会資本整

備の不十分さ故に下記の 諸点が深刻な社会 ･ 経済および環境問題として指摘されて い る ｡

① ポカラ 市の 上下水道システムの 欠如

② フ ェ ワ湖の水質悪化

さらに ､ これらを上回る問題として ､ フ ェ ワ湖上流域から年々流入する大量の 堆砂が､

重要な観光資源で ある フ ェ ワ湖そ のもの の存立に対する脅威とな っ て い る｡

加えて ､ フ ェ ワ湖を水源とするかんが いシステムの受益地3 20 h a へ のかんが い用水の水質の

問題も懸念材料としてあ げられる｡

2 . 計画地区の概況

計画地区で ある フ ェ ワ 湖はネ八
○

- ル随
一

の観光都市ポ カ ラ 市にあり ､ 西部開発地域

( W e st e m D e v elq p m e n t R e 由o n) ガ ン ダキ管区 ( G a 皿d a 出 払 n e) カス キ郡 ( E 鮎 b

D ist d ct) に属して い る｡ フ ェ ワ湖は湖水面積 4 . 3 5 b n
2

､ 貯水容量 3 7 , 2 0 0 千 m
3 を擁して

湖周辺住民にと っ ては､ 水源として の機能に加えて上述の観光資源としても重要かつ不可

欠な存在である ｡

( 1 ) 年々増加する堆砂問題

しかしながら､ 近年､ フ ェ ワ湖上流域の開発や､ 森林保全上の問題､ 流域管理の不十分

さに起因する流入土砂の増加が､ フ ェ ワ湖の湖として の生命を脅かす
一

大問題として提起

されるに至り､ カス キ D D C ( D is 也 ct D e v el o p m e n t C o m m it b e) としても放置出来な い

社会問題､ 環境問題として位置づ けて ､ 本格的な取り組みを始める態勢を整え始めたとこ
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ろである｡

土壌保全 ･ 流域管理局の調査統計資料によると (巻末資料
- ○) 1 9 90 年 3 月から 1 9 9 8

年 2 月の 8 年間で堆砂量は 1
,
42 4 千 m

3 となっ ており､ 年堆砂量 1 78 千 m
3 と換算されるも

の の ､ 近年は増加の
一

途をたどっ てい る｡

湖の既堆砂量を除い た有効貯水量の推定値につ い て は水資源省かんが い局西部地域かん

がい事務所が用いて い る数値によると､ 1 3 ,0 0 0 千 m
3 と記されている ｡ この有効貯水量を

もとに､ フ ェ ワ湖に今後も毎年 18 0 千 m
3 前後の流入土砂があるとすると､ 7 2 年余りで湖

としての寿命が尽きることになる｡ フ ェ ワ湖が果たすべ き機能である観光資源､ 地域住民

の 生活用水､ 淡水魚養殖場､ かんが い用水源等の多様な役割を考えるとき､ この現状は極

めて憂慮すべ き姿であると言える｡

( 2 ) フ ェ ワ湖の水質悪化

フ ェ ワ湖周辺住宅地域には下水道施設が無く､ 生活排水はす べ て直接ある い は間接に フ

エ ワ湖に排出されて い るの が現状である ｡ 現在､ アジ ア開発銀行の支援を受けて ｢P oも血 肝 a

E n d r o n m e n t I m p r o v e m e n t P r句e ct + が実施されて い るが ､ 本アロシ
や

ェ外で実現するの は市

内幹線道路沿 い の道路側溝整備であ り､ 雨期における雨水排水施設整備事業としては意義

があるが､ 生活排水 ･ 汚水を念頭に置い た下水道施設整備の側面を有して い ない ことから､

フ ェ ワ湖の水質改善に直接つ ながる効果は期待出来ない ｡

加えて湖周辺のホ刑衝からも大量 の生活排水､ 汚水が湖に流入 しており､ 住宅街およびホ

刑街の 両者から流入す る汚水に よる湖の 富栄養化が加速度的に進んで い て ､ 深刻さを増す

ばかりである｡ 湖周辺では淡水魚の養殖が民間レへ
や

ルでも行われており､ 水質悪化に よる病

原菌の繁殖が懸念される｡ また､ 湖周辺住民は湖水を生活用水として積極的に利用 してお

り､ 悪化する湖水を体内に入れるこ とに伴い
､ 重金属類の体内蓄積をは じめと して健康面

へ の 不安を解消する必要がある｡

( 3 ) フ ェ ワかんがい シス テ ムの老朽化

フ ェ ワ湖直下流には 3 2 0 b a の受益面積を擁するフ ェ ワ かんがい シス テムがあり､ かんが

い期間最大 9 m
3 ( かんが い 用水 8 m

3
､ 発電用水 1 m

3) の取水を行い ､ 雨期の補給水として

受益地 へ 供給してい る｡

この かんがい シス テ ムは完成後2 5 年を経過して ､ 幹線水路の い たる所が痛んでおり､ 当

初の計画通りの 用水路機能を確保するの が､ 困難な状況にある｡

かんがい シス テ ムを新設するの はコスト面から効果発現が難しい側面を有するが､ 既存シス

テム の補修の場合には､ 低コストの投入によ っ て期待で きる成果が明確であることより､ 大い

に検討に値するもの と考える｡
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3 . 調査計画の 内容

フ ェ ワ湖を主題とする3 つ の大きな課題が指摘されてい るが､ これらをフ ェ ワ湖総合環

境保全開発計画と位置づけて ､ ポカラ地域の社会 ･ 経済
･

環境等の多面的な検討を経て､

問題解決の ための構想 (マスタプ ラン) の立案と事業化の検討を行うことを提案するものであ

る ｡

3
･

1 . 調査の目的

フ ェ ワ湖が直面して い る①年々増加する堆秒間題の恒久的対策の立案､ ②周辺開発に伴

う水質悪化に対する対策の 立案､ ③老朽化してい るかんが い シス テ ムの改修計画の立案

を通して ､ 観光産業を中心として地域経済の振興をはかる開発計画が内包する諸問題を包

括的に分析して ､ 今後の開発計画立案の礎とするもので ある｡ 併せて ､
｢ ネ+ 側職員に対

して ､ 調査期間中に技術移転を行うも の で ある｡

3
･

2 . 調査の 内容

調査は大きくは2 段階に分けて実施する ｡ 第 1 段階におい て は､ ポカラ市および フ ェ ワ

湖周辺を対象とする総合環境保全開発計画の マ ス タ ー プラ ンを作成 し､ フ ェ ワ湖周辺に限

定せずフ ェ ワ湖に 直接/ 間接影響を受ける周辺地域の社会 ･

経済
･

環境に係る基本的な現

況把握を行うために下記の作業を実施する｡

( 1 ) 現地基本調査

(9 現地調査に よる基礎的資料収集

② フ ェ ワ湖周辺および ハ ー バ ン川を中心とする流域の地形測量

③ フ ェ ワ湖 へ の河川流入デ ータの収集

④ 流入土砂の土質試験

⑤ フ ェ ワ湖の水質試験

⑥ 下水道システムに係る台帳作成

⑦ 既存かんが いシス弘の施設台帳と老朽化調査

⑧ フ ェ ワ湖および湿地帯に関する環境影響評価

⑨ 開発計画に関する住民の意向調査

( 2 ) マ スタ ー プラ ンと実施計画の 立案

上記の基本調査に基づ いて ､ 課題ごとの基本解析を行い ､ その結果に基づい て 3 大課題

に対する基本計画を立案する ｡

① 土砂水理モデルによる堆砂池ミレションを行い ､ フ ェ ワ湖の堆砂メカニス
や

ムを解明する ｡

② 数理モデルによる湖の水質汚染解析と改善手法 ( 工 法) の検討
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③ 既存かんがいシステムの 老朽化の把握に基づく､ 改修計画の 立案

この結果を受けて､

① 増大する流域からの堆砂に対抗する土木構造物の設置計画､ 流域管理計画の

立案

②

③

④

⑤

⑥

⑦

圃場における土壌保全対策の立案

湿地帯の 有効活用と自然環境保全吋見地からのサンクね刑 ( 自然保護区) 造成

生態系の積極的保存策の 立案

水質保全 ･ 改善のための浄化対策の立案

湖周辺地域の 下水道システム整備計画の立案

既設かんがいシステムの改修計画 の立案

上記の諸計画の事業化に つ いて の可能性調査を実施する ( フ ィ ジ ビリテ ィ調査) ｡ その

内容は以下の通りである｡

① 追加調査の実施

② 事業規模の概定

③ 各種構造物のレイ乃トおよび基本設計

④ 事業費の概算

⑤ 事業実施の ための 工 程作成

⑥ 経済性､ 財政上から の事業化の 可能性評価

4
. 総合所見

第9 次国家開発計画で記す如く､ 観光産業が担う社会経済開発上での大きな役割を考え

る時､ フ ェ ワ湖が直面する環境保全の見地からの危機的状況は､
｢ ネ+ 国が国家開発計画

の推進に伴 っ て避けられな い 課題で ある｡ 本計画は､
｢ 開発と環境保全+ とい う普遍的な

トマに対する具体的取り組みで あることから､ 従来型の 開発
一

辺倒から開発と環境保全が共

生できる道を探る意味からも､ 新世紀を視野に入れた ｢ ネ+ 国における総合開発計画と総

合環境保全計画との融合をはかる先駆的計画になるもの と評価できる ｡

本計画の推進を通して ､ ともすれば理念先行勝ちな環境保全問題に対して ､ 農業土木学

的な乃
0

ロイ に よ っ て ､ I T 利用に よる最新解析技術の紹介と技術移転が促進されるもの と期

待で きるこ とから､ 開発調査の意義が 一

段と高められると考える｡

- 1 2 -



ⅠⅠ. バ ナウテ ィ 市周辺地 区農村環境改善計画

1 . 事業の背景

先に記述した通り｢ネ+ 国は国内総生産が 1 0 0 U S $ に満たない後発開発国であり､ その

生産の多くを農業に頼 っ て い る｡ 石油資源や鉱物資源に恵まれない｢ ネ+ 国にとっ て農村地

域の 発展が欠かせない と考えられる｡ しか しながら国内における地域格差は大きく全農家

の 5 0 % が貧困世帯である｡ 農村地域の発展が今後の ｢ネ+ 国の 発展に つ なが っ て行く事は

確かである｡

バ ナウティ市の コ バ シ村では日本の 刀C A による学校 ･ 地域保健プ ロ ジ ェ クトが 1 9 9

2 年より継続 して実施されて おり住民の生括改善と保健医療サ ー ビス の向上 に より健康的

な村づくりが行われて い る｡ 農村の発展には健康的な生活が欠かせなくコ パ シ村で培われ

た健康的な村づくりを周辺地域に広げ､ そ の上､ 保健教育だけでなく衛生設備やイ ン フ ラ

等の総合農村整備を促進する事により周辺地域の農村の発展 へ の つ なげて行く事が期待さ

れる｡

本計画を｢ネ+ 国における農村総合開発のモ デル プラ ンとして 9 0 % が農業に従事すると

いわれる｢ ネ+ 国の底上げに つ ながり､ 国家の 発展に つ ながる事を期待する ｡

2 . 計画地区の概況

バ ナウテ ィ 市はカ トマ ンズ盆地東南4 0 k m に ありカブレ バ ラ ンチ ヨ
ー ク郡内に位置し

て い る｡ 1 3 の区を包含する M u 血cip a 正中 で リ ッチヤ ビ王朝時代にはチ ベ ッ トとの交易路

に位置する都として栄え､ 歴史的にも美術的にもすそれたネワ ー

ル建築が残 っ て いる町で

ある｡ 現在におい てはバ ハ ウティ市住民の 9 0 % が農業に従事してい るネパ ー

ルにおける

典型的な農村地域である ｡

( 1) ア クセス道路及び周辺道路

バ ナウテ ィ市はカト マ ンズから 4 0 k m の距離にあり生活 ･ 経済共にはカト マ ンズ市と

密接に関係して い る｡ また周辺地域では バ ナ ウテ ィ の北部に位置するバ ネバ およびデ ュ リ

ケルとの 関係が深い ｡ これらの 町とバナ ウテ ィを結ぶ道路は バネパ ～ バ ナウテ ィ 間の道路

の みで､ 住民はこの道路に生活を依存せ ざるを得ない状況で あるが､ 道路の状況は非常に

悪い ｡ その他周辺道路に関して はバ ナウティ の バ ザ ー

ル から広がる道路は舗装されておら

ず､ その本数も少ないために遠隔地域の住民は市場 ･ 病院に行くの にも何時間も歩いて ア

クセ ス しなくてはならな い ｡
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( 2 ) 環境衛生施設

バナ ウティ市の上水道普及率は4 0 % にも満たない状況のため住民の多くは､ 特に女性

や子供は､ いまだに水汲みの労働力として過酷な労働を強いられてい る｡ 既存の上水道と

い っ ても､ 町から数キロメ ー トル離れた上流の沢を水源としており浄水処理されることな

く直接市内に給水される｡ 市内には4 イ ンチの地上配管で給水されるが設備が古い ため漏

水率も高い ｡ 不衛生な飲み水からくる水系疾病は後を絶たず乳幼児や老人の死亡率 ～ % と

他国に比べ て高い のも｢ ネ+ 国の農村における衛生問題が起因してい る｡

上水道すら十分に整備されてい ない バ ナウテ ィであるが バ ザ ー ル周辺において は下水道

が存在する ｡ 過去数年におい て下水を回収する下水道管がバ ナウテ ィ市に よ っ て整備され

たが､ 改修された下水はバ ナウテ ィ市の下流側に集められラ グ ー ンによ っ て 自然処理され

るだけで地下浸透又はノ シ川 に越流されて いる ｡ また洗濯に必要な生活用水設備がない た

めに住民は バ ナ ウテ ィを流れるノ シ川を洗濯場として利用 して い ており､ 事実上､ 下水を

含む生活排水はノ シ川 に垂れ流しにされて い る ｡ 下水の垂れ流しは非衛生なだけで なく下

流水源の汚染にもつ な がり深刻で ある｡ また､ ノ シ川を取水源とする潅漑農業の作物にも

寄生虫等の繁殖の 心配がある ｡

( 3) 農産物流通施設

バ ナウテ ィ市の人口 は約2 万 4 千人で住民の 9 0 % 近くが農業に従事して いる ｡ 農民は

ジ ャ ガイモ と小麦を中心に 二期作を行いカトマ ンズを中心とする市場に出荷して いる ｡ し

か し良質な種芋や十分 な肥料の購入がで きない ため作物の 品質は決して良くはない ｡ また

収穫された作物の 多くは市場に集められることなく､ 各々の農家によ っ て売られて いる ｡ ｡

品質がまばらで保存が利 かな い農作物は付加価値が低い ために結局安値で取引されて しま

う ｡
バ ナウティ の家庭における平均的な収入は約 3 0

,
0 00 氾 s / 年でその多くが低所得層で

ある｡ 農民は収入を農作物だけに頼 っ てい るために天候不J掛こよる収穫量の増減に より生

活を大きく左右されて しまう｡ よ っ て大規模な農家以外は結局､ 自給自足の為の農業に と

どま っ て しまい農業から収入を得るこ とが難しい

農業だけで は十分な収入をえられない ため他の仕事を求めて も市内には雇用機会がな い

ために農業に頼らざるを得ない状況で ある｡
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3
. 調査計画の内容

バ ナウティ市におい て想定される生活環境の課題を｢ ネ+ 国の
一

般的な農村地域の 問題と

して理解して ､
｢ ネ+ における農村地域の活性化および発展 へ のモ デル プラ ンとして周辺地

域に広がりうる レ ベ ルでの 問題解決の構想 (マスタプ ラン) を立案して事業化 へ の検討を行う

ことを提案するものである ｡

3
･

1 . 調査の 目的

バ ナウテ ィ 市における課題の 中で地域の 活性化お よび発展に欠か せない 問題 を緊急的問

題として捉え解決策を立案する ｡ 特に①上下水道を中心とする生酒
･ 衛生環境の 改善に対

する立案､ ②付加価値の高い農作物の生産に対する立案､ ②農産物の流通 ･ 物流環境の発

展に対する立案を中心として｢ ネ+ 国における農村地域の問題を地域振興､ 生活環境改善の

観点から地域開発が内包する諸問題を包括的に分析して い く｡ 同時に地域住民 へ 健全な地

域の活性化及び発展 へ の理解を深めてもらい住民をも巻き込んだ開発計画を策定 して いく

こ とが求められる ｡

3
･

2
. 調査の 内容

調査は大きく2 段階に分けて 実施する ｡ 第 1 段階におい て は､ バ ナウテ ィ市及 び周辺地

域を対象とする農村環境整備計画の マ スタ ー プラ ンを作成し､ バ ナ ウテ ィ 市に限定せず周

辺農村市域の生酒環境を把撞する ｡ 第2 段階目として緊急的な懸案事項を周辺住民に受け

入れられやすい計画で立案 して フ ィ ジ ビリテ ィ
ー

スタデ ィ
ー を通 して具体的に計画する｡

第1 段階としての マ ス タ ー プラ ンの立案に つ い て周辺地域の環境 ･ 経済 ･ 社会に係る問

題把握を行うために書きの作業を実施する ｡

( 1) 現地基本調査

(9 現地調査に よる基本的資料の収集

② 既存水道設備の施設台帳と老朽化調査

③ 周辺地域における水の需要 ･ 供給の把捉

④ 既存下水道施設及び水に係る住民生活習慣および衛生環境調査

⑤ 周辺地域おいて生産される農産物及び作付けス ケジ ュ ー ル の調査

⑥ 既存かんがい シス テムの施設台帳と老朽化調査

⑦ 農作物の流通経路及び取引価格の調査

⑧ バ ナウテ ィ市を中心とする周辺道路の 交通測量

⑨ 住民の労働環境調査

⑬ 開発計画の関する住民の意識調査
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( 2) マ ス タ ー プラ ンと実施計画の立案

上記の基本調査に基づい て､ 課題ごとの基本解析を行い ､ その結果に基づい て農村環境

整備計画に対する基本計画を立案する ｡

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑳

⑫

⑨

周辺水系における水質および汚染状況の調査

新規水道用水源の 開発

新規送水 ･ 浄水 ･ 排水システ ム計画の立案

下水処理施設計画

公衆トイ レ､ ゴミ収集施設設置計画

かんがい システ ム の拡張計画の立案

農作物の流通シス テ ム の立案

農協の設立計画

農産物加工設備計画

周辺道路整備計画の立案

女性の労働機会開発計画の立案

コ ミ ュ ニ ティ
ー

における集会場建設計画

上記の諸計画の事業化に つ い て の可能性調査を実施する ( フ ィ ジ ビリティ調査) ｡ その

内容は以下の通りである｡

(D 追加調査の実施

② 事業規模の概定

③ 各種構造物のレイ乃トおよび基本設計

④ 事業費の概算

⑤ 事業実施のための 工程作成

⑥ 経済性､ 財政上からの事業化の可能性評価

4 . 総合所見

｢ ネ+ 国による開発計画の 3 つ の目標である｢ 持続的な経済成長の達成+
｢貧困軽減+

｢ 地域

不均衡の是正 + を達成する為には農村地域の酒性化および発展とい う点に重点をおい た開

発が重要である｡ これらの開発を効果的に推進して いく為には農民が健康的な生活をおく

れるイ ンフラ整備及び流通 ･ 物流の整備が不可欠であると考えられる｡

東南ア ジアの他国と比較しても所得水準の低い ネパ ー

ル において は他国に よる援助が不

可欠であると考えられるが､ 限られた資源を十分に活用 しながら地域住民の 生活に密着し

開発が必要で ある｡ これらの問題に留意して我が国における農村環境整備の技術を移転す

ることに より｢ ネ+ における多面的な課題を解決して い くこ とが求められる｡
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1 . 調査団貝

下地 富治

大村 淳
一

株式会社 三祓コ ンサルタン ツ

株式会社 クボタ

2 . 調査日程 ( 平成1 2 年 1 2 月 3 日 ～ 1 2 月 1 4 日)

企画管理部 部長

ポ ンプ営業第二 部

月 日 曜 調査行程 宿泊地

1 2 3 日
名古屋発 バ ン コ ク着 ( 下地)

バ ン コ ク
東 京発 バ ン コ ク着 (大村)

4 月
バ ン コ ク発 カト マ ンズ着

カト マ ンズ
日本大使館 家元書記官表敬訪問

5 火

刀 C A 長谷川所長訪問 調査目的説明

ポカラカト マ ンズ発 ポカラ着

カスキ郡開発委貞会議長他と調査概要討議

6 水
フ ェ ワ湖周辺の堆砂状況 ､ 水質汚染実態等の

〝

現地調査

7 木

フ ェ ワかんが い シス テ ムの老朽化実態調査

カト マ ンズ
かんがい局西部事務所にて調査方針説明
A D B プ ロ ジ ェ クト事務所訪問

ポカラ発 カトマ ンズ着

8 金
バ ナウチ市助役訪問､ 市の開発計画聞き取り

〝
バ ナウチ市下水シス テ ム現況調査

9 土 要請書作成 〝

1 0 日 〝 〝

1 1 月 現地調査資料整理
〝

1 2 火
日本大使館 家元書記官 へ 調査結果の報告

〝
刀C A 事務所 長谷川所長 へ 調査結果の報告

1 3 水 カト マ ンズ発 バ ン コ ク着
バ ン コ ク

1 4 木
バ ン コ ク発 名古屋着 (下地)
バ ン コ ク発 東 京着 (大村)
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3．関係官庁における面会者

（1）ネパール王国

カスキ郡開発委員会( Kaski District DeveloDment committee

1. Mr. Punya Prasad Poudel
2. Mr. P. P. Sobedi

3. Mr.Hari Kumar Pokharel

4. Mr.Ramesu Koiralla

Chairman

Local Development Officer

Engineer
Program Officer

(Western Regional Irrigation Directorate^

Director
Senior Executive Engineer
Junior Engineer (Laboratory)

1. Mr. Nirjara Nanda Vaidya

2. Mr. Mahendra B. Guraung

3. Mr. Man Mukta Tulachan

カブラパランチョーク部バナウティ市

1. Mr. Buddnachrya

2. Mr. Tap Bshadur Reshami

（2）在ネパール日本側関係者

日本大使館

1．家元降佳

JICAネパール事務所

1．長谷川　謙

2．新保義剛

3．村上　泉

4．高宮邦夫

Vice Chairman
Asst. Industrial Entomolojist

在ネパール日本国大使館二等書記官

所長

派遣専門家（水資源省かんがい局）

〟　（学校保健プロジェクト）

〟　　（養蚕振興プロジェクト）

＿18－

水資源省かんがい局西部地域かんがい事務所
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Summary

This report presents the sedimentation February 1998 survey data of Phewa lake and
compares it with the surveys done in the past. The lake sedimentation survey showed the
maximum depth of22.8m alongtheBM 14 to BM 18 survey line which lies in the main
reservoir area. The maximum depth in the silt trap area is 10.57 in (BM 22 lo DM 23).
Averagedepth ofthesilttraparea is2.58 m and thatofthe main reservoir is 9.76 in.

Volumes were separately calculated for main reservoir and silt trap area. Volume of water in
the silt trap area is 1.89 million m3 and 35.31 million in3 in (he main reservoir. Hence the
watervolume forthe whole lake is 37.20 million m3.

Sedimentation rate in the silt trap area is very high. Compared to the 1990 survey. 17% of
watervolume has decreased in the sill trap area whereas only 0.5% of!he wafer decreased in
the main reservoir. Regression Analysis of water volume vs. survey years from 1990 showed
that the.life-span of the silt trap area is about 17 years and that of the lake (main reservoir
plus silt trap area) as about 206 years, assuming present sedimentation trend.



Figure 2. Location of Bench Marks and Survey Lines
PHEWA LAKE
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Wafer volume

Thewatervolumeofthe take in the surveyyear 1993 was found to be 37.2 million m3 (Silt trap

area plus Main reservoir). In the previous survey of 1994 the volume of the lake was 37.77
million m3. Thus the watervolume decreased by 1.51% in the period of fouryears. The silt trap

area which covers a surface area of 73.24 ha {16.8% of lake surface area) has a water volume
of 1.89 million m3 (5.1% of lake volume) and main reservoir which covers a surface area of

361,76 ha (83.2% of lake surface area) has a watervolume of 35.31 million m1 (94.9% of lake

volume). Details are shown in Tables 7, 8 and 9.

Table #7 Lake watervolume (with respectto v/ater level of >794.15 m amsl)
jSun/ey Lines Volume of lake water '000 nv

[May'91 !At)r-^9j__JDec >92 |Jnn-'-M Jr'eb.>98"

S ilt  tr a n  a r e a

1 3 - 4 &  1 3 -5 1 0 5 .7 0 9 9 .1 4 1 0 5 .5 7 1 0 6 . 3 6 1 0 2 .6 3 7 2 .5 7

5 - 1 3 ,  1 2 - 1 3 &  1 2 - 5 1 2 6 3 .4 4 1 2 2 7 . 1 5 1 1 9 4 . O CJ 1 1 8 0 . 9 /' 1 5 0 .4 !? O ;M . I  i

6 - l l  & 1 2 - 5 2 6 4 .2 0 2 4 9 ,0 0 2 3 8 . 0 0

3 8 6 . 9 4

2 3 0 . 7 0

3 6 G .9 '1

2 0 5 . 1 0 1 7 0 .8 3

1 0 - 7 & 6 - l l 4 4 7 .7 2 4 1 5 4 1 2 8 0 .0 ? 2 3 3 .0 0

T o t a l  v o l.  f o r  S il t  tr a p  a r e a

6 8 3 . 0 9 6 4 0 .5 5 6 3 0 .4 7 0 1 5 . 7 3 5 5 0 .2 !i 4 9 0 .3 P

2 7 0 9 .2 3 2 6 4 0 .2 0 2 5 5 6 . 6 2 2 5 0 1 . 2 5 2 2 8 8 .5 5 1 8 8 7 .9 5

M a in  te s e tv o ir

1 4 -3 ,  1 6 - 1 5 ,  1 7 - 1 8 3 5 8 5 0 .2 9 3 5 8 0 2 .0 6 3 5 6 4 5 .3 0 3 5 5 7 2 .9 5   3 5 4 7 6 .4 3 3 5 3 0 7 .6 8

L a k e  (S ilt  tra p  a re a  +  M a in

re s  e  rv o ir)

3 8 6 1 9 .5 2 3 8 4 4 2 .2 6 3 8 2 0 1 .9 2 3 8 0 7 4 .1 9 3 7 7 6 5 .0 3 3 7 1 9 5 .6 3

Volume changQ or sedimentation

The change in volume of lake within a certain period with respect to the reference water level
(e.g. 794,15 m above mean sea level) indicates the sediment deposited in that period. Table 8
shows the annual volume change in different parts of silt trap area and main reservoir. The

largest amount of sediment is seen to be deposited in the area enclosed by the survey lines 5-
13, 12-13 and 12-5, where annual deposition (from January 1994 to February 1998) is about
57,000 rn3, The annual decrease in volume or sediment deposited in the whole silt trap area

and the main reservoir are about 1,00,000 m3 and 42,000 m3 respectively. Therefore, the

annual volume decrease or sediment deposition of the whole lake is about 1,42,000 m3.

For comparing the sedimentation process in different years, the first survey of March 1990 has
been considered as the base year. Change in volume and percentage of the lake volume in

different survey years with respect to the year 1990 are summarized in Table 9 and the trend of

sedimentation in the silt trap area and the lake (silt trap area and main reservoir) is shown in
Figures3, 4, 5and6.
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Table #8 Annual volume change ('000 m3)
S u rv e y  li n e s

B M t o B M

M a r  '9 0 to  M a y '9 1 M a y  '9 1 1o  A p r '9 2 A p r '9 2  1o  D e c '9 2 D * C  '9 2  to  Ja n  '<M .In n  '9 4  1o  F *ｻ b '9 0 In n  '0 4  1o f o b 'S a

(a n n u a l) ( a n n u a l) (  a n n u a l) (  a n n u al) (n n n u n h

S ilt  t r a p  a r e a

1 3 - 4 &  1 3 - 5 - 6 .6 4 6 .4 3 1 .2 9 - 4 . 1 C - 3 0 . l l - 7 . 5 3

5 - 1 3 ,  1 2 - 1 3 &  1 2 - 5 - 3 6 .2 9 - 3 2 . 1 6 - 1 4 .0 2 - 3 0 .5 2 - 2 2 9 .3 4 - 5 7 . 3 4

6 - l l  & 1 2 - 5 - 2 1 4 .2 4 �"1 1 .3 0 .9 6 - 2 5 .5 2 - 3 4 .3 5 - 8 . 5 9

1 0 - 7 & 6 - l l - 3 2 .3 1 - 2 8 .4 7 - 2 0 �"8 6 . 9 2 - 4 6 . 9 4 - l l .7 3

8 - 9 &  1 0 - 7 - 3 9 . 5 4 - 1 0 .0 8 - 1 4 .6 9 - 6 5 .5 3 - 5 9 . 9 0 - 1 4 .9 7

T o /a /  v o l.  fo r  S ilt  tt o p  a / e a - 3 2 9 .0 2 - 8 3 .5 Q - 5 5 .3 8 - 2 1 2 6 7 - 4 0 0 .6 3 - 1 0 0 / 1 6

M a in  r e s e r v o ir

1 4 - 3 ,  1 6 - 1 5 ,  1 7 - 1 8 - 4 0 .2 3 - 1 5 6 .7 G - 7 2 .3 5    - 9 6 . 1 7    - 1 6 8 .0 0

L a /< e  ( S i it  (r a p  a r e a

M a /n  re s e /v o /r )

- 3 7 7 .2 5 - 2 4 0 .3 4 - 1 2 7 J 3 - 3 0 9 . 1 4 - 5 6 9 / 1 3 - 1 4 2 . 3 6

Table #9 Volume change analysis ('000 m3)

S ilt  tr a p  a r e a

S u rv e y  y e a r
#  o f  y e a rs  fro m W a te r  v o l  w rt  w l % o f v o l V o l  d e c re a s o %  d e c re a s o V o t  d e c re a s e ｻ  rJo o e n s e

th e  fi r s t  s u rv e y 7 9 4 .  1 5 m (3 m s l) c o m p a r e d  to c o m p a re d  (o ".o in p a re 'J  lo c o m p a re d  (o c o m p a r e d  to

M a r%9 0 M a r '9 0 M a r'9 0 p re v io u s  s u rv c p re v io u s  s m y e

M a r .  '9 0 0 2 7 6 9 .2 3 1 0 0 .0 0 0 .0 0 0 .0 0 0 .0 0

M a y '9 1 1 2 6 4 0 .2 1 9 5 . 3 4 - 1 2 9 .0 2 4 .6 6 - 1 2 9 .0 2 4 .G G

A p r .  '9 2 2 2 5 5 6 .6 3 9 2 . 3 2 - 2 1 2 .6 0 7 .6 0 - 8 3 .5 8 3 . 1 7

D e c .  '9 2 3 2 5 0 1 .2 5 9 0 .3 2 - 2 6 7 .9 8 9 .6 8 - 5 5 . 3 8 2 . 1 7

J a n .  ' 9 4 4 2 2 8 8 .5 8 8 2 .6 4 - 4 8 0 .6 5 1 7 . 3 6 - 2 1 2 .6 7 8 .5 0

F e b .  '9 8 8 1 8 8 7 .9 5 6 8 . 1 8 - 8 8 1 . 2 8 3 1 .8 2 - 4 0 0 .6 3 1 7 ,5 1

M a in  r e s e tv o ir

S u rv e y  y e a r

n  o f  y e a rs  fro m W a te r  v o l  w rt  w l % o f v o l V o t  d e c re a s e %  d e c re a s e V o )  d e c re a s e %  d e c re a s e

th e  firs t  s u rv e y 1-7 9 4 ,  1  5 m (a m s l) c o m p a re d  to c o m p a re d  to c o m p a r e d  lo c o m p a r e d  to c o m p a re d  to

M a r .  '9 0 M a r.  '9 0 M a r .  19 0 p r e v io u s  s u rv e y   0 .0 0 p r e v io u s  s u rv ey

M a r .  '9 0 0 3 5 8 5 0 ,2 9 1 0 0 . 0 0 0 .0 0 0 .0 0

M a y  '9 1 1 3 5 8 0 2 .O G 9 9 . 8 7 - 4 8 .2 3 0 . 1 3 - 4 8 .2 3 0 . 1 3

A p r .  '9 2 2 3 5 6 4 5 .3 9 9 . 4 3 - 2 0 4 .9 9 0 .5 7 1 5 6 .7 6 0 .4 /1

D e c .  '9 2 3 3 5 5 7 2 . 9 5 9 9 .2 3 - 2 7 7 .3 4 0 . 7 7 - 7 2 3 * U 2 0

J a n ,  '9 4 4 3 5 4 7 6 .4 8 9 8 .9 6 - 3 7 3 .8 1 1 . 0 4 - 9 G .4 7 0 .2 7

F e b .  '9 8 8 3 5 3 0 7 . 6 8 9 8 .4 9 - 5 4 2 .6 1 1 . 5 1 - 1 6 8 .0 0 o .4 a

L a k e  ( S ilt  tr a p  a re a  +  M a in  r e s e rv o /rj

S u rv e y  y e a r

#  o f  y e a rs  fro m W a te r  v o l  w rt  w i %  o f v o l V o l  d e c re a s e V o  d e c re a s e V o l  d e c re a s e %  d e c re a s e

th e  firs t  s u rv e y 7 9 4 .  1  5 rn ( a m s l) c o m p a re d  to c o m p a r e d  to c o m p a re d  to c o m p a r e d  lo c o m p a re d  to

M a r .  '9 0 M a r .  '9 0 M a r .  '9 0 j re v io u s  s u rv e y   0 .0 0 p r e v io u s  s u r v e y

M a r ,  '9 0 0 3 8 8 1 9 . 5 2 1 0 0 .0 0 0 .0 0 0 .0 0

M a y  '9 1 1 3 8 4 4 2 .2 7 9 9 . 0 3 - 3 7 7 .2 5 0 .9 7 - 3 7 7 .2 5 0 .9 7

A p r ,  '9 2 2 3 8 2 0 1 . 9 3 9 8 .4 1 -6 1 7 .5 9 1 .5 9 - 2 *1 0 .3 1 0 .6 3

D e c .  ' 9 2 3 3 8 0 7 4 . 2 0 9 8 .0 8 - 7 4 5 .3 2 1 .9 2 - 1 2 7 .7 3 0 .3 3

J a n .  '9 4 4 3 7 7 6 5 .0 6 9 7 .2 8 - 1 0 5 4 .4 6 2 .7 2 - 3 0 9 . 1 4 0 .8 1

F e b .  '9 8 8 3 7 1 9 5 .6 3 9 5 .8 2 - 1 6 2 3 .8 9 4 .1 8 - 5 G 9 .4 3 1 .5 1
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Figure #3. Water volume vs. survey year (Silt trap area)

Volume of water In the Silttrap area

May'91 Aprf92 Dec 92

Survey yean

Figure #4. Sedimentation trend in the Silt trap area

Sedimentation trend In the silttrap area

Survey yairs

Figure #5. Water volume vs, survey year in the lake (Silt trap area plus Main reservoir)

Volume orwaterIn the Lake

May'91 Aprf92 Dec'92
Survey y«irt

Figure #6. Sedimentation trend in the lake (Silt trap area plus Main reservoir)

Sedimentation trend tn the lake

Surviy yanrj
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L/fe-span of the lake

Silt trap area

Regression line of volume vs. number of years from May 1990 indicated the annual
sedimentation rate of about 110,000 m3 per year, if this trend of sedimentation continues, the

silt trap area will be completely filled up in 25 years from 1990. Hence the silt trap area will he
completely filled up in the next 17 years. If we assume a uniform sediment deposition under the

silt trap area, the depth of annual sedimentdeposition is 15 cm.

Thelake

If we consider the lake as dead when the main reservoir and silt trap area are completely silted
up arid assuming the present trend of sedimentation, the lake life-span may be estimated as

214 years from 1990. Hence the lake will be completely silted up in the next 206 years from
1998.

As the lake has a national economic value, extending its life-span is a major responsibility of the
concerned watershed manager. The local people also play a vital role in prolonging the lake life.

This report will create awareness of the lake's sedimentation status. The watershed manager
should study the trend of sedimentation in different areas of the lake and should focus his/her
conservation efforts to the more critical micro-catchments of the lake watershed. For example,
the segment of the silt trap area represented by the survey lines 5-13, 12-13 and 12-5 showed
the highest sedimentation. Annual volume decrease from January 1994 to February 1990 in the
segment is 57,000 m3 which lies at the mouth of Harpan Khola. This indicates lhat the

concerned watershed manager should focus his/her conservation efforts in the micro
catchments of Harpan Khola and its tributaries.

Possible Sources of error

Some errors cannot be avoided in any kind of field work. Similarly, the data presented in this
report may have some error due to the following reasons;

à" Rope stretched between the BMs may not be straightdue to the wind orwater movement.

à" Sometimes the boatcould not be rowed ata constant speed and on a straight line along the

rope.
à" Marks in the rope maynotbeexactlyatthe same intervals,
à" Profile may not be accurately recorded at places with profuse plant growth at the lake

bottom.

à" The reference water level could not be accurately recorded due to the movement of the
surface lake water and large least count (LC) value of the scale located at Pardi dam.
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